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1.は じ め に
組織体 と環境 との関係分析 にとって,シ ステム論 の視点か らいえば,環 境
に対 して開いているか どうか という,オ ープン,ク ローズの分析視点がかな
り有用だ といわれている。それは有機体 としての組織 にとって環境 との相互
作用 は長期的存続 に欠かす ことので きない重要な行動様式だ と考 えられてい
るか らである。
組織体が環境に対 して開いている状況 を想定すると,そ れは未知の予想 し
得ない,異 質な変数 との遭遇 を回避せずに,む しろ積極的に取 り込んで くる
ような好奇心が行動の前提 として要求 されて くることになろう。なぜならば
環境遮断型の同質性維持の行為 は,異 質性 を排除 し限定空間における安定化
や秩序の維持 を念頭 にお くことになり,徐 々に生存機会を削減す ることにな
るか らである。有機体 としての組織の長期的存続にとって,進 化 は欠かす こ
とので きない行為であ り,そ のためには環境への開放性な らびに環境か らの
異質性取 り込みが必須の要件 になって くることが想定 される。
本稿では,環 境か らの異質性 の取 り込みを組織体の創造活動 として とらえ,
それを"統 合化"と して理解す ることにした。統合化の理念 は,自 己の論理
のみを強調す ることではな く,相手 と連動することにより時 に自己を超越 し,
時に自己 を創造する行為 と深 くかかわっているのである。 したがって,統 合
化 には,精 緻化や明確化,合 理化,統 制化のような概念 とは合い入れない部
分があるため,そ の固有の概念や意義,応 用の可能性な どについて改めて検
討 を加 えることはそれな りに意味があるものと思われる。現実の組織体 にお
ける統合化の問題では,組 織体内部 の製販統合化や,事 業部問の統合化,在
庫管理の統合化 などに始 まり,組織体間では,ネ ッ トワークを活用 した組織
間連結に代表 され る統合化 に至 るまで広範囲な領域が網羅 されている。本稿
で限定的に分析 される情報 システムの世界で は,情 報技術 の統合,ユ ーザ部
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門 と情報 システム部門 との統合,情 報ネッ トワークによるコミュニケー ショ
ンの統合などさまざまな統合の問題が表面化 してきている。 とりわけ,情 報
システムの統制範囲をめ ぐる"集 中 ・分散"の 議論は,組織体全体 の進化 を
考 えるときに,か なり大 きな問題 を内包 しているように思われる。
情報 システムをめ ぐるこのようなカオスの世界 に焦点 を合わせ,現 実の錯
綜 した議論の範躊を超えて統合を論ずるためには,統 合 のもつ理念にたち帰
り,本質的でかつ哲学的な議論をしてお く必要があるように思われる。本稿
ではこのような問題意識の下 に,ま ず現実の統合情報 システムの実態 を踏 ま
え,次 に統合化の本質的でかつ固有の意味 を検討 し,さ らに統合化情報 シス
テム構築のための基本的要件 を探索することにしたい。
2.現 実の統合情 報 システムの イ メー ジ
1)情報システム系からのイメージ
筆者がかって参加 した日本電子工業振興協会のフユーチャオ フィスシステ
ムにかんする委員会で統合情報システム関連の調査 を実施 したことがある。
実施年度が1987年であることもあって,当 時 は統合化"情 報"で はな く統合
化"OA"が 調査の中心課題であった。 しか し本稿での統合化情報 システム
を考えるうえで,重 要な示唆を与えて くれているように思われるので,以 下
そのお もな分析結果 をみてお くことにしよう。
図1か ら明 らかなように,OA機 器 を使用 している一部,二 部上場企業 の
管理者 を対象 とした 「統合化OA」 のイメージに関するアンケー ト調査 によ
れば,上 位7位 までの回答 は,ネ ッ トワーク化,汎 用データベース,ハ ー ド
ウェアの集中 ・個別処理 に集中 している。 また調査時点での1987年当時か ら
その後5年 の間に重視 されて くるであろう情報処理関連業務に関 して平均値
の差の大 きい ものか ら順 に並べたのが表1で ある。意思決定や環境情報 に関
す る業務処理について関心の高いことがわかる。
組織体における統合化情報システムの概念的フレ ムーワークα)3
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第IX報』,1988年3月,99ペー ジ.
図1総 合 化OAの イ メ ー ジ
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表1近 い将来に重視されてくる惰報処理関連業務
順位
平 均 値
業 務
現在 5年後 差
1 2.41 1.63 0.79意思決定の迅速化,適 正化 〔経営者,管 理職の強化〕
2 2.62 1.90 0.72
市場動向(他社製品動向を含む)情報の入手活用 ・分析
の迅速化 〔開発部門の強化〕
3 2.62 1.97 0.66 他社動向 ・市場1青報の収集活用 〔営業部門の強化〕
4 3.11 2.46 o.s5
技術者間ネッ トワー クによる創造力強化 〔開発部門の
強化〕
2.60 1..950.65 技術肩報(特許,各種部品の技術動向など)の入手活
用 ・分析の迅速化 〔開発部門の強化〕
6 2.64 2.01 o.s3
技術 ドキュメン ト(図面,仕 様書,部 品表など)作成 ・
流通の効率化 〔開発部門の強化〕
2.57 1.95 0.63コ ミュニケーション機能の強化 〔間接業務の効率化〕
8 3.44 2.82 0.62 24時間業務運用体制の確立 〔国際化への対応〕
9 2.84 2.22 0.61 海外情報の収集 ・活用 〔国際化への対応〕
3.01 2.40 0.61
海外 にある販売 ・生産 ・技術部門間 との情報交換の円
滑化 〔国際化への対応〕
出典)㈱ 日本電 子 工業振興協会:前 掲報告書,117ペー ジ.
それ ぞれ の図 と表 の結果 をさ らに1つ の図 に ま とめたのが 図2で あ る。 同
図で は管理対象がオペ レー シ ョン中心で あるか あるい は戦略 中心 であ るか に
よって分類 した管理 レベ ルの軸 と,対 象 とな る組織単位 が単独 であ るか複合
であ るか によって分類 した組織 機能 の軸 の二次元 のなかで,統 合 化OAの イ
メー ジ と情報処理関連業務 との関係 が プ ロッ トされ てい る。左下 の"オ ペ レ
ー シ ョンー単 独"の ポジ シ ョンは統 合化 の水 準 が 低 く
,右 上 の"戦 略 一複
合"の ポジシ ョンで は統合化 の水準 が高い ことを意味 してい る。
図2か ら読 み とれ る ことは,統 合化 の主 なイ メー ジが全社 ネ ッ トワー ク,
全社 デー タベ ース,情 報 の共有性 と関わ りをもってい る ことで あ り,一 般的
組織体における統合化情報システムの概念的フレームワーク(1)5
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出典)㈹ 日本電子工業振 興協会:前 掲報 告書,99ペー ジのデータ をもとに作成。
図2統 合化 情 報 シ ス テム の 上 位7位 までの イ メ ー ジ
な表現では,広 域性,開 放性,関 係性,複 雑性 と何 らかの関係 をもっている
ことが明 らかであろう。情報 システム系か らの統合 のイメージは,ネ ットワ
ークとデータベースに集約され よう。
情報システム系か らのイメージを想定するときの看過できない要因 として,
情報技術の動向がある。なぜならば,情 報技術 は情報 システム系のなかで中
核 となる位置 を占めてお り,な おかつ この後で述べる 「2)ビジネス系か ら
のイメージ」を理解するときにも,欠 かせない重要な役割 を果たす と考えら
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れ るか らであ る。 しか も現実 の情 報技術 の開発動 向 を概観 してみ る と統合化
のイメージ をかな り意識 して いるよ うに も思われ る。手元 にあ る資料 で ラ ン
ダム に拾 い上 げてみて も,次 の よ うにさ まざ まな形 での統合化 が意識 的 に図
られて きて いる ことがわ か る。
・マイ クログラフ ィックス とビデオ との統合(Turner
,1991)
・意思決定 支援技術 の統合(Veer,1990)
・データベ ースの統合(Whang,etal.,1987)
・CASEと4GLと の統合(COMPUTERWORLD ,1990.12.17)
・ミニ コ ンピュー タ とマイ クロコンピュー タ との統合(Grosch
,1985)
・ネ ッ トワー ク設備 の統合(DATAMATIIN
,1990.4.15)
・コ ミュニ ケー シ ョン機 能 の統合
・ドキ ュメ ン トとグラフ ィックス との統合
・音声 と ドキ ュメ ン ト,グ ラフィ ックス との統合(CO〃Pσ7ER一
レレio1～、乙1),1990.4.2)
・メイ ンフ レー ム とマ イ クロコン ピュー タ との統合
・ワープ ロ と表計 算 との統合
・電子 メール間の統 合(COMPUTERWORLD
,1991.・)
・AIと データベ ース との統合(1)且Z4脇4η α 〉
,1990.3.15)
・写 真 とネ ッ トワー ク との統合(DATAMATIO!lr,1990.3.15)
・イメー ジ処 理 の統合(DATAMATIQN ,1990.7.15)
・ラ ップ トップ とデス ク トップ との統合(COMPUTERWORLD
,1992.5.
11)
これ ら情 報技術系 の統合 の萌芽 は,か つ てOA全 盛時代 に も見 られ た。80
年代 の中頃,"統 合化OA"と い うキ ャ ッチ フレー ズの下 で,ベ ンダー もユ
ーザ も共 に統合化 を指 向 した。 ベ ンダーサ イ ドで は,PC間 をネ ッ トワー ク
でつな ぐ"PCネ ッ トワー ク"や,異 機種 間 を結ぶOAシ ステム,MML,
さらに は音声,イ メージ,AIを 組 み込 んだ シス テムが"統 合化OAシ ステ
組織体における統合化情報システムの概念的フレームワーク(1)7
ム"と して概 念化 され た(COMPUTERWORLD,1986.6.30&9.15:Hirsch-
heim,1985)o
一 方ユーザサイ ドで も,オ フ ィスご とに種 々 のOA機 器が散在 している こ
とが複 合情報処理 や スムー ズなコ ミュニ ケーシ ョンを困難 に してい るこ とに
気 づいて きたため,メ ニ ュー方式 で画面 を選択 す る方向や,LANで 種 々の
プロセ ッサや周辺装置,ワ ー クステー シ ョンな どをつないだ りす る方向 を必
然 的 に指 向す る ことになった(Anderson,1985)。異機種 間結合 やベ ンダー
フ リーの思想 の実現,"ユ ーザ フレン ドリィ環境"の 整備 な どが急務 とな り,
OAシ ステム の統合 化の流れ の中で情 報処理 の有効性 や効率性 の方 向 を探 る
ことになったので あ る。
しか し実際 に は,ベ ンダー側 の機器 や ソフ ト開発 の思惑 が異な ってい るた
め,依 然 としてハ ー ドウェアや ソフ トウェアの"シ ョウウイ ン ドウ化"が 続
いてい る。 ユーザ企業 に とって通信 や プロ トコル変換 に代 表 され る先端情 報
技術 にか んす る吸収 ・消化 を自社 ス タッフのみで効率 よ く乗 り切 るの は至難
の技 で ある(Siart,1985)。そのため,自 社 スタ ッフに加 えて企業外部 の支
援 も仰が なけれ ばな らな くなった。
ところが外部 の支援企業 に もい ろいろな レベ ルの,し か もい ろい ろなタイ
プの企業 が存在 してい る。 ユーザ企業 に とっては,ど の業者 に どの ような内
容 の依頼 をす れば良 いのか につ いてす ら的確 な判 断 が つか ない ような状 態
に見 まわ れ る よ うに な って きて い る。図3に 示 すCDMPUTERWORLD
(1990.6.4)の調 査 に よって も,製 造 業 の情報 シス テム系管理 者 の大 きな悩
みの1つ は情報技術 の複雑性が増大 して きてい る ことであ る ことが指摘 され
てい る。 この ような混乱状態 の解 決方法 として登場 したのが システムイ ンテ
グ レ0タ(SI)で あ る。 ア メ リカの専 門雑誌 に頻 繁 にSIが 取 り上 げ られ る
ようになって きたのは,89年頃か らで ある(、DATAMATIONs1989.5.1,5.
15&9.1:COMPUTERWORLD,1989.4.3)。一説 に よれ ば,ア メ リカで は
SIの市場 は1993年に220億ドル にな るであ ろう と予想 されてい る。
8国 際経営論集No.41993
外部の企業に目を
向ける理由
技術の複雑性増大
内部部門の
ダウンサイジング
製造業績への関心
その他
回答者(基 本サ ンプル60)
多重 回答
●1
,,:33i:
i30:・':i
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出典)COMPUTERWORLD,June4,1990.
図3情 報 処 理 の 外 部依 存度 を高 め る製 造 業 の 実 態
以上のように,情 報技術系か らみた統合のイメージは,ハ ー ドウェアや ソ
フ トウェア,あ るいはメディアのそれであり,し かもその動機 は混沌 とした
情報技術の状態 を何 とか互換性のある状態へ もっていきたい とか,あ るいは
せいぜいお互いに結び合 うことによって相互の"関 係づけ"を 深めたい とい
う現実の問題解決課題から生 まれて きているように思われる。そこには,本
来,"統合"概 念が もちあわせているはずの理念的,規 範的 イメージは浮か
んでこないのである。多少 の誤解 を恐れずに言 えば,"結合"程 度の行動 を
あえて"統 合"と 呼んでいる感すらある。
2)ビ ジネス系か らの イメージ
ユーザ企業 の固有 の問題 に 目を向 けてみ よう。前項 で も述べ た ように,統
合 のニーズ は,ベ ンダー のみ な らずユーザ企業 において も重要課 題 として受
け とめ られ てい る。 「日経 コ ンピュー タ」 の"統 合化 オ フ ィス システ ム"導
入 に関す る調査 によれ ば,導 入済 み企業17%,導 入計 画 あ り ・検 討 中が約50
%と なって い る(日 経産 業新 聞,1990.12.18)。統 合 の対 象 が文 書作 成,作
図/作 表,計 算機能 を中心 としたオ フィス シス テム に限定 されて いるため,
前項 の 「1)情 報 シス テム系か らのイメージ」 の延長線上 にある とも考 え ら
組織体における統合化情報システムの概念的フレームワーク{1>9
れ る。 しか し先進 ユーザ企業 に限 って言 えば,① コ ミュニ ケー シ ョン先行型,
② データベ ース先行型,③ 非定型 デー タ蓄積先行型 のいずれかの形態 を とっ
てい る ことが強調 されてお り,や やユーザ企業 の アプ リケー シ ョンを意識 し
たアプ ローチ にな って いるよ うに も思われ る(日 経 コ ンピュー タ,1990.12.
X7)0
現 実の企業 の統 合情報 システム の動 きは,企 業 内部 の範囲か ら取引先 を含
む企 業間 の範 囲 まで広範 囲 に及 んでい る。 まず企業 内部 で は,製 造,販 売,
経理,人 事,企 画 な ど個 別 アプ リケー シ ョン分野 を統合化 す る動 きがみ られ
る。「オ ンワー ド樫 山」 の例 で は,経 理,営 業,生 産,人 事 を中心 に した個
別機能 を情報 システムに よって統合化 した(日 経流通新 聞,1989.3.30)。全
社情報 の一元管理 と支店,売 り場,工 場別情報 の個別管理 とを並存 させ る こ
とに よ り,加 工度 の異 な る情報 の同時 多元管理 をね らい としてい る。 アメ リ
カの 「セ ン トビンセ ン ト病院 とファロンク リニ ック」の例 で は,両 者 の合併
に よって発 生 した資源 の重複 を避 け るた めに財 務,資 材,人 的資源 を対 象
とした,情 報 シス テム に よ る統 合化 を図 った。具体 的 に は病 院,ク リニ ッ
ク,薬 局 をLANで つ な ぎ,薬 剤 に関 す る ポ パ リの一 元 化 を展 開 し た
(COMPUTERWORLD,1991.7.1)o
製造 や生産 分野 で も統合化 の動 きが み られ る。製造 システムの徹底 した無
人 化や合 理化 の範 囲 を開発 や販 売iさ らに は物 流 に まで拡大 し,組 織体全体
としての物 の流れ にか んす る情 報 の連携 ・共有 ・共用 を図 ろうとい うのがC
IMの 思想で ある。従来,ど ち らか と言 えば,そ れ ぞれ の部門 で は部門 のエ
ゴが優 先 し他 の関連 部署 との連 動性 を軽視す る傾 向が あった ように思 われ る。
しか し情 報 システムに よって関係づ け られ た ビジネスの統合 システムで はこ
の ようなエ ゴの入 り込 む余地 はな くなって しまう。常 に全体 を意識 しその中
で何が可能 なのか,何 をしな けれ ばな らないのか を考 える力 が問われて くる
ように思われ る。
さらに企業 間で は物流 システム を中心 に して,協 力工場 や仕入先,販 売先
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などとの商流,情 報流の統合化が進 められている。代表的な例 を幾つかあげ
ると,サ ンリッ ト産業,ア シックス,コ クヨなどである。なかで もコクヨの
物流 システムは,"統合物流 システム"と いう名称でよばれている。
しか し現実 には,ご くわずかの先進ユーザ企業を除けば,ビ ジネス系か ら
みても,真 の意味での統合化情報 システムは実現されていないように思われ
る。統合 という言葉 を使 って も,実 際には"結 合"程 度であって,新 奇性 に
富んだ付加価値が生成 されるまでに至 っていないように思われるからである。
そのいちばん大 きな要因 として考えられるのは,統 合化の範囲を拡大するの
にともなって,思 想の違い,利 害関係の=違い,思 惑の違いなどが事後 に表面
化 し,次 第 に理想の実現 を妨 げるようになるか らである。企業内に限定 して
みても,ビ ジネス系 と情報技術系 との統合は必ず しもうまくいっていない と
いう報告が寄せ られている(COMPUTERWORLD,1989.8.7)。この段階で
の結論 は早計であるか もしれないにして も,1つ 考 えられ る解決の方策 はビ
ジネス系の人間 と情報 システム系の人間 とが統合にかんして同じ土俵の上 に
立ち,お 互いに相手の言葉 を理解 し,そ れぞれの"統 合"の 意味のさらなる
"統合化"を 図ることではないだろうか。Simson(1990)の主張 にみ られる
ように,情 報 システム組織 を集中 と分散の視点からい くら議論 してみたとこ
ろで,稔 りのある成果は得 られないであろう。今,わ れわれにとって必要な
のは,統 合化 を推進するにあたって拠ってたつべ き理論的背景 を構築するこ
とではないか と思われる。
3.組織体 における統合化の意味検討
1)"統 合化"を 必要 とす る時代的背景
組織体 にお ける"統 合 化"の 意味 を積極的 に提案 す るために,な ぜ今"統
合化"の 考 え方が必 要 とされ てい るのか,そ の時代 的背景 を以下 の4点 で考
えてみ よ う。
組織体における統合化情報システムの概念的フレームワーク(1}11
① 集 中 ・分散/統 制 ・放任論 か らの脱皮
かつて,メ イ ンフレームが組織体 にお ける情報 システム系の中軸 にあ り,
エ ン ドユーザ はオ ンライ ン端末 を とお してそのメイ ンフレーム にア クセス し
ていた時代 があ った。 もち ろん,そ の形態 は過 去形 で はな く現在形 で も存在
してい るこ とはい うまで もない。 これ を管理 の側面 か らみ る と,ハ ー ドウェ
ア,ソ フ トウェア,ア プ リケー シ ョンウェア,サ ー ビス ウェアな どの コン ピ
ュータ関連資源 の集 中管理 であ り,統 制強化型運営 が中心 になってい る こと
は明 らかであ る。物理 的 にも論理 的 に も,メ リー ゴー ラ ン ドの よ うにサー ビ
ス提供者 とサー ビス享受者 とが"1対 多"の 関係 で結合 して いる構造 になっ
てい る。
ところがサー ビス享受者 で あるエ ン ドユーザの側 にハー ドウェア機器 が分
散配備 され るようにな るにつれ,様 相 が大 き く変化 して きた。個別 エ ン ドユ
ーザに固有 の情報処理 を,自 分達 で行 うよ うにな って きたので ある。す なわ
ち予算 の一定 限度枠 内で情報処理機器 の購入,簡 易 言語 の使 用,フ ロ ッピィ
に よるファイルの個別管理,自 分達 に使 いやすい アプ リケー シ ョンシステム
の開発 な どが,例 外的 でな くむ しろ通常業務 的 に行 われ るよ うになって きた。
物理的 に も論理 的 に も分散傾 向が見 られ るよ うになって きて,一 括集 中管理
を困難 に し始 めた。 その結果,周 知 の ように"組 織体全体 で何 が行 われてい
るのか見 えない"と か"担 当者が変 わ った ときに仕事 の仕組 みが後任者 に伝
承 され ない"と か"シ ス テム の重 複 開発 が行 われ て いて もチ ェ ックで きな
い"な どの問題点が指摘 されてい るので ある。
さらに問題 を複雑 に してい るのが分散配備 されてい る情報処理機器 や ファ
イル のネ ッ トワー ク化 であ る。物理 的 に離 れた ところにあ る機器 や ファイル
で あって も,そ れ らをネ ッ トワー クでつな ぐことによって論理 的 には どこか
らで もコンピュータ関連資源 に直接 ア クセス した りそれ らの資源 を直接利用
した りす るこ とがで きる ようになった。 つ ま り物理 的に分散 していて も論理
的 に は分散 を意識せず に コンピュータ関連資源 を利用 す るこ とが可能 にな っ
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たのである。 ここに単純な集中 ・分散の論議がほとんど有用性 をもたな くな
って きた背景 を読 み取 ることが可能 となる。
元来,集 中 ・分散の論議 はコンピュータのハー ドウェア資源の都合 を中心
に展開 されてきているに もかかわ らず,そ の議論を組織体全体に も拡大 し,
いずれが より効率的であるか とい う短絡的で二者択一的論議 にす り変 えてい
るところに本質的な問題があろう。集中か分散かのいずれかを選択 させると
いう問題提起の仕方その ものに本元的な誤 りがあるように思われる。なぜな
らば集中は,組 織体全体 の方向性や一貫性,組 織諸資源の効率配分などを決
めるのにきわめて有効であ り,一方,分 散 は組織体の個別構成要素である個
別主体の自主性や判断能力,変 化への弾力的対応性,学 習能力,環 境走査 ・
認知 ・評価能力などを育むのにきわめて有効であるか らである。換言すれば
集中 も分散 も共に組織体の健全 な発展 ・進化のために必要であ り,お互いに
相手を排除す る概念ではない と考 えるべ きなのである。
議論 をさらに発展 させるために,従 来展開されてきた集中 ・分散の主な論
点を整理 してお くと表2の ようになろう。組織体のカルチャーが集中 ・分散
いずれかの前提条件 を満 たし,し たがっていずれか___.方の管理方式をとった
として も,時 間の経過 と共に,そ の短所が蔓延 し始め,利 害関係者の不満足
が当初 の満足 を上回るようになることが予想 される。 この場合,主 宰者 と参
加者のパワー関係,意 識,能 力,学 習,意 欲水準 などの違いが大 きく作用 し,
集中か ら分散へ,分 散から集中へ と揺れ動 くことになる。換言すれば,集 中
あるいは分散のいずれかを永久に維持す ることは,現 実には不可能だ とい う
ことになろう。 したがって,集 中か分散かのいずれかを選択するとい う議論
をし,い ずれかが採用されたとしてもそれ は無毛の議論 に終始 してしまうこ
とになろう。 なぜな らば一時的に一方の長所が他方の短所 を打ち負か した と
して も,や がてその長所が,長 所であるがゆえに,短 所 に取って代わ られて
しまうか らである。
今われわれにとって必要なことは,集 中 ・分散の議論を超 えたメタ概念 を
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表2集 中管理と分散管理の特性比較
組織体における情報システムの
集中管理 分散管理
長所1.合 理性追求1.参 加者 の 自主性 醸成
2.思 想の統一性 ・整合性2.環 境 に対す る個別対応能力の醸成
3.短 期的実行性3.部 分最適解 の実現
4.標 準性4.多 様 的民主性
短所1.参 加者の 自主性 欠如1.合 理性追 求困難
2.環 境 に対 する個別対応能 力の欠如2.思 想の統 一性 ・整合性 困難
3.過 度の標準性追求3.短 期的実行性困難
4.画 一的官僚性4。 標 準化 困難
前提 ・主宰者の全体把握能力 ・主宰者の民主的調整能力
・参加者の従順性,追随性 ・参加者の自主的判断,実行能力
導入することである。それが統合概念である。統合概念では集中 ・分散の機
能 を共に含んだ議論が可能 になる。つまり統合概念の もとでは,マ クロ的に
集中機能の長所 を活か しながら,他 方で ミクロレベルでの分散機能の長所 を
取 り込むような,理 念型のモデル構築 を指向することが可能 となろう。本稿
のね らいもこのモデル構築を試みることにある。
② コンピュータ関連資源の有効利用
コンピュータ関連資源は,情 報技術 の革新的進歩発展の影響を大 きく受け,
非常 に広範囲かつ多様 なハー ドウェアや ソフ トウェアを組織体内部 に散在 さ
せることとなった。 コンピュータ関連資源の物理的な集中管理 は,情 報処理
サービス提供者 としての情報 システム部門が資源 を一括集中管理することに
よって実現する。一般的には,ハ ー ドウェアを中心 としたコンピュータ資源
が高価でしかも貴重な資源である限 り,そ れらを全体的に集中管理するとい
う方法をとることが多い。集中管理下における情報処理享受者 としてのエン
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ドユーザは資源 を部分的に共有 しかつ部分的に共用するという方法をとる。
この場合4エ ン ドユーザは個別 にかかえる固有の問題点についての解決支援
が情報 システム部門によって軽視ないし無視 されたり,あ るいは資源の利用
が時間的にも空間的にも大 きく制約 されるとい う限界 に直面す る。 コンピュ
ータ関連資源の物理的な集中管理 は,情 報 システム部門の側の論理に もとつ
いて展開 されることになる。
一方 コンピュータ関連資源の物理的な分散管理 は,情 報処理サービス享受
者 としてのエンドユーザ部門がそれぞれの部門の独 自性や職務上の都合 にも
とついて管理す るとい う形態をとる。ただしこの場合であって も,全社共通
に発生 している基幹業務 については,そ の限 りではない。一般的には,ハ ー
ドウェアやソフ トウェア,ア プリケー ションウェアを中心 としたコンピュー
タ資源が部門の個別予算で しか も比較的容易に入手可能 になると,分 散管理
の方向へ向か うことが多 くなる。分散管理下では組織の規模が大 きくなれば
なるほど,情報 システム部門が コンピュータ関連資源全体 を掌握することは
不可能になって くる。彼 らの欲求不満 は次第 に増大 して くる傾向にある。そ
れに対 してエンドユーザ部門では自分達の部門あるいは個人に とって固有の
情報処理を,自 らの手で行 うことが可能 になる。情報システム部門の"統 制
下"か ら解放 され,自 分達の自由裁量性がある程度発揮できるようになる。
分散管理環境の下では,エ ンドユーザによる資源の部分的な専有化や専用化
が促進 される。 したがってコンピュータ関連資源の物理的な分散管理では,
エン ドユーザ部門の論理が優先され ることになる。 しかしこの場合,問 題が
まった く発生しないわけで はない。エンドユーザ部門の行動にみられがちな
過度の自由度 あるい は"わ が まま"は,組 織体全体 との有機的結合 を軽視な
いし無視することにな りかねないのである。
すでに述べてきたように過度の集中 も分散 も,自 分達の主張 を他 に押 しつ
けることにな り,組織体全体 におけるコンピュータ関連資源の有効利用 とい
う点か らみて好 まし くない ことは明 らかで あろう。"占有 と専用"お よび
組織体における統合化情報システムの概念的プレ0ムワー クω15
"共有 と共用"と の共存すなわち統合が望 まれるゆえんで もある
。
③ 組織構成員の同質化の回避
組織体 の将来が単純 な過去 ・現在の延長線上にない とすれば,組 織体 を構
成 している個別主体 としての組織構成員にとって も,そ の行動規範について
見直 しの時期 にきていると思われ る。かつては組織の掲げる目標に対 して,
個人 はそれを"善"と して受けとめ,で きるだけ忠実にしか も効率 よく職務
を遂行することが望 ましいとされた。 ところが最近では,個人 のもっている
技能や資格,趣 味,パ ーソナリティなどおよそ仕事 の忠実性 とは相容れない
要素が人的資源 として注目され始めている。
組織構成員の人格 を組織人格 と個人人格,直 面 している環境 を内部環境 と
外部環境 とに分 けてみると,図4の ようなフレームワークを準備することが
可能である。 これをもとにまず伝統的な組織構成員の行動パターンを トレー
スしてみると,フ ェーズ1に みられるようにフォーマルでしか もクローズ ド
な範囲での情報収集や行動が中心になっていることがわかる。そ こでは内部
指向の組織人格 のみが強調 され る。
次 に多少の環境拡大が図 られ外部環境か らも情報 を収集 した り外部環境 に
働 きかけたりするようになる。 これが内部環境 と外部環境 の統合を意図 した
フェーズ2で ある。 この段階では環境が拡大することによる多少の異質性 と
の接触が期待 される。 しか し依然 として,当 面の職務遂行 を対象 とした組織
人格中心であることに変わ りはない。
一方,環 境 を内部に限定 して,情 報 ソース としてはフォーマル とインフォ
ーマルを共に活用するフェーズ も考 えられる。 これをフェーズ3と する。他
人 の"う わ さ"の ような情報 まで含めて関係者 にふれまわった り,職場内の
ことは何で も興味をもち,知 ろうとする。
過度 の同質性追求が組織の進化や長期的生存に とってマイナスに作用する
ことは,組 織のみならず個人にとって も十分に認識 されなければならないで
あろう。本来,人 間の人格 は仕事 に密着 した公的な組織人格 とパー ソナ リテ
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環境 パ ー ソ ナ リテ ィ
組 織 人 格
↓
フ オ 一ーマ ル
個 人 人 格
↓
イ ンフ ォー マ ル ← 情 報 ソー ス
内部 1 III
外部 ??
フ ェ ー ズ 基 本 特 性
フx一 ズ11
フ ェ ー ズ2'1十II
フ ェ ー ズ31十III
フ ェ ー ズ41十II十III
フ ェ ー ズ51十II十III十N
職場の限定空間で職務 に密着 した情報 を収集 し
処理する。典型的な組織人格 中心である。
職務中心ではあるが、情報 の収集範囲を外部環
境 にも求 める。外部環境 に目を向けることによ
りオープン化がある程度進 む。 しか し依然 とし
て組織人格中心である。
職場の限定空間にかん して、 フォーマル、イン
フォーマルを問わず、徹底 して内部情報の処理
に徹する。組織人格お よび個人人格が職場 とい
う公的場で全面的に表面にでる。
フォーマルな情報処理 に加 えて、内部環境のイ
ンフォーマル情報 も積極的に活用 する。収集す
る情報の異質性 はかな り高 くなる。 しか し個人
人格の反映が外部環境 にまで拡大 されていない。
フォーマル、 インフォーマルな情報収集 を内部、
外部環境 を問わず展開す る。人格 も組織 と個人
とが うまく…体的に表現される。
図4組 織構成員の人格と情報収集方法との関係
イにかかわ る私 的 な個人 人格 とか ら構成 され てお り,両 者 は密 接不可分 の関
係 にあ る。組織論 の分野 で も非 公式組織 の もつ意味が これ まで研究 されて き
て いる ことは周知 の とお りであ る。 フェーズ4で は内部環境 を中心 に して一
部 イ ンフォーマル な個人人格 の部分が取 り込 まれ て くる。内部環境 の範疇で
のフ ォーマル とイ ンフォーマル との統 合が意 図 され る。現実 にはLANを 構
組織体における統合化情報システムの概念的フレームワーク(D17
築 し,パ ソコン通信や電子掲示板 を利用している企業のなかに,こ のフェー
ズ4に 相当するものがある。特 にフォーマル とインフォーマル情報 との関係
について は,統 合化情報 システムを考 えるうえで重要だ と思われるので,後
に改めてふれることにしたい。
最後のフェーズ5は 個人人格のインフォーマルな部分が外部環境にまで拡
大され,内 部環境 との統合化が図 られる。 さらにこのフェーズでは組織人格
と個人人格,内 部環境 と外部環境 との統合化 も試行 され ることになる。 この
ように同質化回避 の道 は,異 質性 との統合化 を試行する道で もある。恒常的
な進化 はこのようなフェーズ展開によって可能 になるものと思われる。
④ 企業間連結の多重化
産業構造の伝統的な棲分 けが次第 にわか りに くくなって きて,お 互いに相
手の分野へ進出した り,あ るいはまった く新奇の市場分野を創造 した りす る
ことが日常茶飯事的に発生 してい る。 ここで は企業間 を結びつける対象を経
営資源の観点から明 らかにし,い かに多重化が進み,統 合の必要性 に迫 られ
ているかを考 えてみたい。大 きく分類すると3つ の段階があるように思われ
る。
第1段 階 は"も の"あ るい は"か ね"を 基盤 とした企業間連 結で あ る。前
者 の"も の"に ・は"サ ー ビス"も 含 めて考 えてお きたい。"も の"の 流 れ は
原材料 の調達か ら始 ま り,生 産 ・加工,運 搬,保 管,販 売 に至 る一連 の物流
が か らんでい る。 主導権 は通常 メー カ,卸,小 売 りのいずれか に よって保 持
されてい る。 しか し企業間連結 とい う視点 か らみて共通 してい るの は取 引関
係 が固 定 して い る ことで あ る。い わ ゆる取 引 系列 の確立 で あ る。 また"か
ね"の 流 れ を中心 にみ る と,金 融機 関 を頂点 に して株式 の保有や資金 の貸 出
しな どに よる金融系列が確立 してい る。結 びつ く対 象が"も の"で あれ"か
ね"で あれ,い ずれ も企業 間の グルー プ化 が明示的,暗 示的 に形成 され て き
たのが第1段 階 の特徴 だ といえ る。
グル ープ内で は相互扶助 の精神 が暗黙 の うち に働 いてお り,あ る程 度 の安
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定 と秩序が保 たれる。アメ リカの企業や政治家か ら競争条件がフェアで はな
いとして批判の対象 になっているの もこの点である。 しかしかつて日本がア
メ リカか ら学んだフランチャイズシステムやボランタリーチェーンなども取
引系列 を意識 した企業間連結であるという点では同 じ段階に含 めてよいであ
ろう。
取引の対象 となる"も の"が 所与 として存在 してお り,そ の枠や範囲 を大
きく逸脱 した戦略 を展開することがで きないという限界 を有 している。
第2段 階は"も の"あ るいは"か ね"を 基盤 とした,競 合関係 にある企業
間の連結である。 いわゆる同業他社の関係 にあるということなので,第1段
階の"縦 型"連 結 とは性格が異なる。おたがいの経営の自主性 は認めながら
も,経 営諸資源の共用化 を図 ることによって,経 営戦略や経営計画の多面的
展開 を可能 にしようという"横型"連 結 の意図がみられ る。市場動向や商品
動向に関す る情報を連携企業間で共有 し共用することが可能なので,マ クロ
的視点か らの戦略構築がで き,し たがって新規開拓 も含めた独 自の将来展望
を図 ることも可能 となる。 この段階で競合関係 にある企業間 を連結 させる有
力 な経営資源 として情報が利用 され ることになる。
しかし,競 合関係 にある組織間の連結 ということから,お 互いの"思 惑"
がか らみ,真 の意味での共有化の道 に向か うのはかな り難 しいというのが現
実の姿であろう。
第3段 階 は"情 報"資 源を基盤 とし,そ れに伝統的な"も の"や"か ね"
の資源が関係づけられ るような企業間連結である。第1段 階や第2段 階の企
業間連結 にみ られた同一あるいは相似 の関係で はな く,"相異"の 関係 にあ
る業種 ・業態が情報ネッ トワークやデータベースを駆使 して,新 奇の ビジネ
スの機会を探索するような連結である。た とえば,ホ テルチェーンとレス ト
ランチェーン,そ れにレンタカー会社の連携のような場合が この第3段 階に
相 当しよう。
第1段 階か ら第3段 階 まで概観すると,2つ の ことが明 らかとなろう。1
組織体における統合化情報システムの概念的フレー ムワー ク(1}lg
つは経営資源が,"もの"や"か ね"に 加 えて情報 を必要 とし,し か も情報
資源が次第に大 きな意味 をもつようになって きているということである。2
つめは企業間における経営諸資源の結びつ きかたが"き つい"関 係か ら"ゆ
るやかな"関 係 に変化 してきているということである。 これこそが統合への
要請なのである。なぜならば統合 には服従や妥協 とは異なり,,関 係づけ合
う企業の独 自性や自由度を尊重 しなが らも自社のみで は不可能なことを実現
しようとする意図が働いているか らである。
2)"統 合化"の 理念
統合 を意 味 す る英 語 のintegrationはラテ ン語 のintegrareにさか の ぼ る
こ とがで きる。 その接頭辞 で あ る"integ-"には統一体 あ るい は全体 とい う
意味 が含意 されてい る。 その場合,全 体 の構築 に貢献す るのが,共 に成長 す
る こ とを意識 した,複 数 の要素間 の"創 造 的組 み合 わせ"で はないか と思わ
れ る。 したが って,や や普遍 的な表現 をすれ ば 「異質 な複数 の要素同士 の結
び つ きか ら新 しい全体 を構 築 す る過 程」が"統 合化(integrating)"ではな
いか とみなす こ ともで きよう(海 老澤,1991)。
ここで い う"新 しい全体"の 構 築 とは,"新奇性"を 伴 う全体 の構 築 とか
かわ っている。新奇 に は陳腐 とは逆 の"目 新 しさ"の ような意味 が含 まれて
い る。 ここで は新奇性 を醸成 す る要素 として以下 の,異 質性,敵 対性,多 様
性 の3つ を考 えてみた い(海 老澤,1992)。
① 異質性
東洋文化 と西洋文化,保 守 と革新,暖 流 と寒流,男 と女 な どの組 み合 わせ
にみ られ るよ うに,性 質や属性 の相 異 なって いる様 子 の こ とを異質性 とい う。
異文化摩擦か ら新 しい文化が生 まれ,保 守 と革新 の確執 か ら新 しい政治 の息
吹が生 まれ,暖 流 と寒流 のぶつか りあいか らプランク トンが生 まれ,男 と女
の関係 か ら新 しい生命 が生 まれ る。
組 織体 で言 えば,既 存 の体制下 で効率 よ く職務 を遂行 してい る"防 衛型"
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成員 と新 しい発想 を注入 し創造活動 に興味を示す"攻 撃型"成 員 とは,典 型
的な異質性関係 にあ り,し か も組織体 としてはお互いに相手 を必要 としてい
るのである。なぜな らば組織体 の生存の可能性 は,環 境対応能力や環境操作
能力を高めることによって実現 され,そ のためには安定 と不安定,秩 序 と無
秩序,保 持 と破壊 のような,緊 張感 を伴 う組み合わせが欠かせないか らであ
る。キャンベル(Campbel1,1965)によれば,「変異の異質性が大 き くなれ
ばな るほ ど,有 益 な革 新 の機 会 が豊 富 にな る」 とい う。 また ウ ェイ ク
(Weick,1981)は「生物学的な変化 において は,種 々の遺伝子型 を混合す
ることによって淘汰が新奇性 を作 り出す。同様 に,い ろいろな成因 によって
引 き起 こされた反応 をいろいろな割合で組み合わせることによって,集 団 は
一人 の成員が自分 だけでは見 いだせなかった各種の要素 を含んだ解や行動様
式を強化 し,確 立することがで きるのである」 と述べている。
組織体 にとって異質性 の導入は,エ ネルギーの多大な消費 を伴 うので,あ
る時点に時間 を限って考 えれば,自 ら好んで取 り組 むテーマにはな りに くい。
しか し時間の連続帯 で考 えれば,あ る時点 における異質性導入のためのエネ
ルギー消費 は,よ り高次における異質性確保のためあるいはエネルギー調達
のために欠かせない行為なのである。特 に環境変化の見通 しが困難な状態で
は,組 織体 の側 の臨機応変な対応が望 まれるばか りでな く,む しろ変化を先
取 りし,異 質な要素 を選択 した り組 み合わせた りすることによって,何 らか
の新奇な意味 を付与することが必要 となるのである。企業における新製品や
新市場開拓行動 は,ま さしくこの異質性醸成行動だ と考 えられよう。
② 敵対性
相互 に刺激 し合い,そ の中から何かを生成 してい くためには,単 に異質性
を求めるだけでは十分ではない。良 きライバル関係 を保つ こともまた必要で
ある。"気になる"相 手が存在することによって,自 分 をよ り高 める きっか
けが得 られるのである。 このことは相手 にとっても同様 である。安寧のよう
なやす らぎも人間には必要であろう。 しかし同時 に身の引 き締 まるような緊
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張感 もまた同様 に重要なのである。モラン(Morin,1984)によれば相反す
る観点の克服や敵対 の原理の育みが統合 には必要だという。その場合征服 一
服従のような敵対関係で はな く,刺激一成長のような健全な敵対関係が望 ま
れよう。生物の世界における擬態 は種の保存 という観点か らいえば,捕 食者
と被捕食者 との関係が"逃 げる工夫"と"つ か まえる工夫"と いう相互の工
夫を恒常的に生みだし,進 化のきっかけをつかみ,生 存の可能性 を高めてい
るのである。
③ 多様性
多様性 とは組織体やそれに参加 している個別主体が識別で きる変数や要素
の種類 とその数の ことである。異質性や敵対性が どちらか といえば限定空間
内の"質"を 対象 としているのに対 して,多 様性 は空間の広が りや深 まりに
かかわ る"量"を 対象 としていると考 えられよう。
アシュビイ(Ashby,1960)の必要多様性 の原則 によれば・システムが吸
収で きる環境多様性 はシステム自身が もっている多様性の範囲に限定 される
という。 これ はシステムの もっている多様性吸収能力の範囲内で しか環境多
様性 を吸収で きないということを意味 している。組織体 に限定 して考 えてみ
れば,組 織体が吸収可能な環境多様性の種類や数が多ければ多いほ ど,新奇
性 と遭遇する可能性が高 く,したがって多様性 は統合 を指向するさいの重要
な要素の1つ であるということになろう。アプリケーシ ョンシステムに例を
とると,経 営戦略 と情報 システム,生 産管理 システム と情報 システム,受 発
注業務 システム と配送 ・保管 システム,製 造 システムと販売 システムの組み
合わせなどはその範囲を拡大 していけばい くほど,管 理対象の変数 も際限な
く増大 してい くことになろう。結論的には,組 織体の保有する能力の範囲内
でアプ リケーションシステムの範囲を限定することが現実的でかつ効率的な
方法だとい うことになる。
このように,異 質性,敵 対性,多 様性 はともに組織体 にとって相対的な概
念であることがわかる。つまり,あ る組織体 にとって新奇性水準だ と感 じて
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も,そ の水準が他の組織体 にとっては陳腐性水準 にしかす ぎず,逆 にある組
織体 にとっての陳腐性水準が他 の組織体 にとっては新奇性水準であったりす
ることは十分に考えられ ることである。
新奇性 を必要 とする統合の水準が,絶 対的ではな く相対的であ り,利 害関
係者間の意識や関心の度合 い,注 意力,能 力の違いなどによってさまざまだ
とすれば,事 前に理想的な単一のモデルの構築 を考えるのは現実的ではない
であろう。 むしろ要素間の相互作用から生ずるであろう違 いを事後的に受 け
入れながら,試 行錯誤的に新 たな全体 の再構築 を試行するような"増 分型"
統合のアプローチが望 まれよう。相互 に影響 を与 え合いなが ら相互 に進化 し
てい くイメー ジは・フォレッ ト(Follett,1972)の「円環的行動」,モラン
(1984)の「バ ックル」,さらにはヤ ンツ(Jantz,1986)の「創造 的進化」
概念にも合い通 じるところがあろう。
以上 の検討か ら,わ れわれは統合化の概念 を 「異質な要素の組み合わせに
よって,新 奇性 を織 り込んだ,よ り高次の統一体ないし全体 を構築する行動
過程」 と規定 し,ま たその理念を 「組織体 における要素間の関係性,連 続性
の範囲を広め,か つ内容 を質的に変 え,進 化させること」にお きたい。
3)"統 合化"の メルクマール
統合化 は要素間の相互刺激や相互進化を起爆剤に しなが ら,新 しい全体 を
創造 しようとす る行動 に向かう過程である。 したがってそこには,何 らかの
利害関係者間の共通意識や合意が形成 されていなければならないであろう。
それを統合化のメルクマ 一ール として以下の8項 目で整理 してお きたい。
① 異質性の意識的取込み
同人会や仲良 しクラブ的組織か ら生 まれる異質性にはおのずか ら限界があ
る。やがて閉 じた世界で同質化が進んで こよう。刺激のない惰性に流 される
ような仕組みか ら進化や創造性 は生 まれてこないのである。 より高次の統合
を目指すにはy異 質性の高い要素の取込みを意識的,意 図的に行 うことが必
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要 となる。異なった人種の集合体であるアメリカ合衆国では1人1人 の自己
主張が強 く,それが合衆国 という組織体 を支える1つ の基盤になっていると
も考 えられ る。形や色の異なったモザイクの集 まり,ぶ つか りあいには個々
の片の間には妥協や服従 は存在 しない。それぞれが個 を主張 しなが ら新 しい
全体 を創造する上で何 らかの固有 の役割を果たしているのである。
② 新奇性 の意識的生成
われわれはとか く過去の経験や学習結果 をもとに判断した り行動 した りし
がちである。 しか し過去の財産 とで も言 うべ き経験主義を前面に出 した人間
の発想か らは,創 造性や新奇性につなが るアイディアが生 まれて くるとはと
うてい思われない。新たなる全体形成 に何 らかのかかわ りをもつためには,
一端,自 分 を離れて客観的かつ冷静 に状況 を判断する必要がある。アイディ
ア生成でよ く利用される方法 は,お 互いに相手の考えに乗って新 しい提案を
し,さ らにその提案に乗 ることによって提案内容 を高めた り深めた りする方
法である。最終的には当初の提案 とは似て も似つかないような ものが生成 さ
れて くることがある。 ものごとを立体的,第 三次元的に眺めることが新奇性
生成の前提 となろう。
③ 自己変革 ・革新への期待
環境 との対応や連動 を常 に意識 している主体 は,環 境 に対 して解放的であ
る必要がある。そのためには,情 報の収集や伝達に対 して謙虚でかつ積極的
でなければならない。換言すれば,殻 に閉 じ込 もった硬直的タイプではな く,
自分 を変態 させ ることを厭わない弾力的タイプが統合化行動 にとって重要な
役割 を占めることになろう。
④ 関係主体 の多様性吸収能力の存在
統合活動に参加する関係主体 はそれぞれが進化するための必要機能 を備 え
ている必要があ り,他 の主体か ら影響 を受 けることはあって も迎合すること
があってはな らない。統合に必要な要素を全体的な見地か ら主体的に選択 し,
判断 し,評価するための多様性吸収能力 を備えていることが望 まれる。付和
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雷同的な個の存在 は統合活動を妨げることはあって も促す ことにはならない
のである。
⑤ 目的の事後形成力の存在
目的の事前形成が有効的であるのは,環 境の変化が事前に予測で きるかあ
るいは制御可能な場合 に限 られる。環境変化の予測が事前に困難な場合 には,
変化が発生 した後に事後的 に対応するか,事 後 に環境を創造す るかのいずれ
かが有効 となろう。 したがって,未 知の過程 を大切 にする統合の場合,事 後
に何が起 こるかを事前 にすべて掌握 してお くことは困難であり,非 現実的で
ある。組織体の可能性探索 にとって,目 的の事後形成能力があるか どうかは
かな り重要な意味をもって くると考 えられる。
⑥ 組織体内部 の関係主体間にお ける対等性 ・平等性
職位の上下関係,所 属部署間の関係 という2つ の視点か ら検討 してみよう。
まず職位の上下関係 とは,公 式な仕事の関係で結ばれた人間関係の ことをさ
す。伝統的管理 の考え方にしたがえば,コ ミュニケーションは命令一報告の
連鎖,権 利 一義務の連鎖 にもとついて形成 されている。上か ら下へ向か うの
に伴い,範 囲 は次第 に標準化 され,マ ニュアル化 されて くる。多様性 は次第
に削減 されて くるのである。換言すれば,職 務内容 は次第に均質化,同 質化,
無気質化 して くる。 このような上下の硬直的人間関係か らは,統 合活動に必
要な異質性の高い情報やアイディアが生 まれ交換 されることはほとん ど期待
できないであろう。
今われわれに求められているのは,個 人個人が自分の職務 を他 との連携 を
意識 しなが ら組織全体 との関係で設計 し,行 動することである。そこにはあ
らか じめ決められた運河や レール は存在 しない。遂行すべ き職務 に関 してい
えば,上 司から命令 されて受動的に行動に移すのではな く,主 体的,能 動的
に職務を遂行す ることである。 この場合,情 況か ら命令 を受 け取 るといって
も過言ではない。フォレッ ト(1972)のいう情況の法則が妥当しよう。それ
ぞれに固有 の職務 を遂行する という点か らいえば,も はや上下の関係 は重要
組織体における統合化情報システムの概念的フレー ムワー クω25
でな くなる。対等の立場で議論 したり,情 報を交換 した りすることが重要な
のである。自由度のある職場環境でiし かも自由度のもつ本来の意味 を理解
できる個人の存在することが統合の水準 を引 き上 げる推進力 になろう。
もう1つ の個人の所属部門の機能 について も同様 のことが言えよう。あら
か じめ決められた部門の役割 は,あ る前提条件のもとで作 られたものであ り,
それがあらゆる場合に有効に機能するわけではない。当初予定 していた範囲
以外の問題が発生 した場合や,複 数部門に関係することが予想 される問題が
発生 した場合,し か もその問題 を緊急に処理 しなければならないような場合,
所属部門の枠 を超 えた個人的なネットワー クのチャネルを通 して解決支援を
依頼することになろう。部門間も,し たがって対等にしかも平等に関係 し合
っていることが必要 となる。 この場合,硬 直的な職務設計 は新奇性や創造性
を妨げることにな り,よ り高次の統合 を指向する阻害要因にこそなれ促進要
因にはな り得 ない。大切 なことは成長や進化の機会を削減するような自己防
御行動をで きるだけ排除 して,統 合行動を前提 とした解放的な自己創造行動
を展開することであろう。
⑦ 第三の道の探索
利害関係が異なって,コ ンフリク トが発生 した場合,統 合に必要なのは支
配や妥協ではな く,第三の道を探索することである。自分の枠を超えて相互
にアイディアを出し合い,新 しい全体 を作 り直すことによって真の意味での
統合のイメージが形成 される。統合 はその意味で,創 造活動その ものだ とも
いえよう。第三の道 はいつ も可能だ とは限 らない。 しか し第三の道 を発掘 し
たり,創造 した りする共通の努力 は重要な意味をもつ。なぜならば,日 頃か
らの探索行動 は,そ うでない場合に比べて比較にならないほど,第 三の案の
提案や生成 を促す ことになるからである。
⑧ 全体満足化実現の意識
統合では,自 分 さえ満足すれば良いとい う,い わゆる"ミ ーイズム"の 考
え方は通用 しない。利害関係者を含めた全体が満足 して初めて,新 しい全体
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が創造 され る。その意味で,自 己満足中心の"部 分最適化"の 論理 は適用さ
れない。 それに代わって説明原理 とな り得 るのは,"全体満足の論理"で あ
る。統合化の活動に参加 する主体 は,あ くまで も全体 の中で個人のあ り方 を
考 え,同 時に個人のあ り方 を通 して全体の創造 に貢献することを考えること
が要求 されて こよう。
(以降は,次号に掲載予定)
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